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第１章 計画の目的と位置付け 

 

Ⅰ 目的 

 

 平成２５年の総務省の住宅・土地統計調査によると、本市の空き家率は１１．２％であり、全国の平均値（１３．

５％）や、愛知県の平均値（１２．３％）を下回っていますが、増加傾向にある状況です。平成５年から平成２５年

の空き家率の上昇は、国、県を上回っています。 

 今後人口が減少傾向に転じ、団塊世代が後期高齢を迎えるにあたり、団塊世代の割合の高い本市において

は、急激に空き家が増加することも考えられます。空き家に関する問題が顕在化する前に、あらかじめ対応策を

講じておく必要があります。 

 

 このため本市では、平成２５年度から関係各課が集まり、空き家対策に向けた調査検討を進め、空き家の実

態調査や、問題のある空き家の所有者や管理者（以下、「所有者等」といいます。）に対する助言などを行って

います。 

 さらに、平成２７年度には、公益社団法人尾張旭市シルバー人材センターと「空き家等の適正な管理推進に

関する協定」を締結することによって、空き家の定期的な見回り

や除草などのサービスを開始し、管理不全化の防止に努めてい

ます。 

 

 こうした中、平成２７年５月から「空家等対策の推進に関する特

別措置法（以下、「法」といいます。）」が全面施行されました。 

 これにより、適切な管理が行われていない空き家が、周辺の生

活環境に深刻な影響を及ぼさないよう、地域住民の生命、身体

又は財産を保護するとともに、併せて空き家の活用を促進する

こととなりました。 

 

 このため、本市においても、空き家化の予防や活用・流通の促進、管理不全対策や跡地利用の誘導などとい

った視点で取り組みを進めることによって、安全安心で良好な住環境を維持し、活力ある地域づくりを進めていく

ため、「尾張旭市空家等対策計画（以下、「本計画」といいます。）」を策定します。 

 

 

Ⅱ 位置付け 

 

 本計画は、法第６条の規定に基づくものであり、尾張旭市第五次総合計画で掲げる将来の都市像、「みんなで

支えあう 緑と元気あふれる 住みよいまち 尾張旭」の実現をめざし、市民・市民団体、事業者、行政が連携・

協力し、総合的な観点から空き家対策を推進するものです。 

 また、都市計画や住宅、景観等の基本的な方針を示した「尾張旭市都市計画マスタープラン」や「尾張旭市

都市景観基本計画」のほか、「尾張旭市環境基本計画」や「尾張旭市高齢者保健福祉計画」、さらには「尾張

旭市障がい者計画・障がい福祉計画」や「尾張旭市次世代育成支援対策地域行動計画」など、関連する計画

との連携を図り、それぞれに掲げる目標の実現に資するものです。 

 ※ 法では「空家」と表記されていますが、本計画では、一般的な使用状況を踏まえ、法律から引用する場合

を除き、「空き家」と表記しています。 
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第２章 本市の空き家を取り巻く状況 

 

Ⅰ 本市の空き家を取り巻く状況 

 

一般的に、人口の減少によって住宅供給量が過剰になると、空き家率は高くなるといわれています。相続等

をきっかけとして空き家となる場合が多いため、「高齢化率が高いと、空き家率も高い」といわれています。 
 

 １ 人口等の動向                                                         

  (1) 本市の人口は、今後減少傾向に転じ、高齢化の進行が予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        （資料：平成２８年尾張旭市人口ビジョン）  

 

  (2) 平成２４年３月と平成２９年３月の本市の人口を比較すると、総人口は微増しているものの、年齢別で見

ると６５歳以上の人口は１５．７％増加しているのに対し、６５歳未満人口は２．５％減少しています。 

     団塊世代が５年以内に７０歳以上になることから、空き家が急激に増加する可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                     （資料：市市民課） 
 

  (3) 今後空き家となる可能性の高い７０歳以上の「一人暮らしの高齢者世帯」数は、増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      （資料：市長寿課） 
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 ２ 空き家数及び空き家率の動向                                                

  (1) 全国や愛知県の状況 

     平成２５年の全国の空き家数は、５年前と比べて６３万戸増加した結果、空き家率（総住宅数に占める

割合）は０.４ポイント上昇し、過去最高となっています。 

     また、平成２５年の愛知県の空き家数も、５年前と比べて８万戸増加し、空き家率も１.３ポイント上昇した

結果、初めて１２％台となり、こちらも過去最高となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          （資料：総務省 住宅・土地統計調査※） 

     ※ 住宅・土地統計調査 

        国の定めた基準により、国勢調査の調査区を基に抽出された調査区から、再度調査の住戸を抽出

する方法によって５年ごとに実施。本市では、平成２５年調査の際に、５５７調査区のうちの全体の約１

／３にあたる１７６調査区を抽出して調査を実施。 

 

  (2) 本市の状況 

     平成２５年の本市の空き家数は、５年前と比べて９６０戸増加し、２０年間で２．４倍に増加しています。

なお、空き家率も１.８ポイント上昇した結果、初めて１１％台となり、過去最高となっています。 

     また、平成５年から平成２５年までの本市の空き家率の上昇は４.０ポイントで、国３.7ポイント、県２.８ポイ

ントを上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         （資料：総務省 住宅・土地統計調査） 
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 ３ 空き家に関する周辺住民からの相談の状況                                       

   周辺住民から寄せられた空き家に関する相談内容としては、「環境や衛生に関する相談」が、最も多く、そ

のほか台風接近時の相談や、空き家への児童・生徒の侵入に関する相談などといった「安全確保に関する相

談」も寄せられています。 

 雑草・樹木 動物・虫 安全確保 ごみ 合計 

平成２５年度 ２２件 － － － ２２件 

平成２６年度 １６件 １件 ４件 １件 ２２件 

平成２７年度 ４８件 ３件 ７件 － ５８件 

平成２８年度 ４９件 １０件 ８件 ３件 ７０件 

                                                      （資料：市環境課） 

 

Ⅱ 本市の空き家の実態 

 

 本市では、今後の空き家対策の検討資料とするため、平成２８年１月に「空き家実態調査」を実施しました。 

 

 １ 調査対象                                                             

   集合住宅や店舗（併用住宅を除く）を除く、市域の全住宅 

   ※ 本調査の空き家は「戸建ての住宅」を対象としており、「集合住宅、店舗及び別荘等」も対象とする総

務省の住宅・土地統計調査の空き家とは定義が異なるため、空き家数については同調査結果と乖離が

あります。 

 

 ２ 判断基準                                                             

   次に掲げる基準に基づき、平成２８年１月５日から２月２０日までの期間において現地確認をし、公道からの

目視によって判断 

  (1) 郵便受けにチラシやＤＭが大量に溜まっている。 

  (2) 窓ガラスが割れたまま、カーテンがない、又は家具がない状態にある。 

  (3) 門から玄関までの間に雑草等が繁茂し、出入りしている様子がない。 

  (4) 「売り物件」や「貸し物件」等の表示がある。 

  (5) 電気メーターが動いていない等、上記以外の要素によって日常生活の実態が見受けられない。 

 

 ３ 危険度判定                                                           

   次に掲げる区分により危険度を判定 

危険がない空き家等 （屋根、外壁、傾きが全て問題ないもの） 危険度Ａ 

危険度「小」の空き家等 （Ａ、Ｃ、Ｄの評価以外のもの） 危険度Ｂ 

危険度「中」の空き家等 （①一部に傾きがあり、屋根・外壁に問題がないもの、②一部に

傾きがあり、かつ屋根・外壁の面の一部又は面全体に破損があるもの） 

危険度Ｃ 

危険度「大」の空き家 （①全体に傾きがあるもの、②傾きはないが屋根の大部分が陥没

又は外壁の大部分の外装材が腐敗、あるいは剥離しているもの） 

危険度Ｄ 

 

 

 

 

危険度Ａ 危険度Ｃ 危険度Ｄ 危険度Ｂ 

危険度小                                     危険度大 
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 ４ 調査結果の概要                                                         

  (1) 空き家の特徴 

    ア 空き家の多くは、外見に異常が見られない。（空き家総数３２６件、内危険度Ｃ:５件、危険度Ｄ:２件） 

    イ 一戸建の空き家が約６０％（１９８件）と多く、次いで長屋状の住宅が約２２％（７１件）と多い。 

    ウ 売り・貸しの表記のある空き家は約１２％（４０件）と少ない。 

    エ 植物の繁茂などの課題のある空き家は約３３％（１０７件）と多くみられる。 

  (2) 分布の特徴 

     空き家は、市東部及び北部に比較的多く、近年施行が完了した土地区画整理事業地区内ではほとんど

みられない。 

  (3) 調査結果の分析 

    ア 危険度が高いと思われる空き家はほとんどなく、一定の改修によって利活用可能な場合が多いと解さ

れる。 

    イ 「売り物件」や「貸し物件」の表示がない空き家が多く、中古住宅があまり流通していないものと解される。 

    ウ 長屋住宅や店舗併用住宅には古い外観の空き家が多く、一般の戸建住宅と比べ建替えや利活用など

があまり進んでいないものと解される。 

    エ 雑草などが繁茂している空き家が全体の約３分の１を占めており、所有者等の管理意識が低いものと解

される。 

    オ 近年施行が完了した土地区画整理事業地区内では空き家がほとんどなく、都市基盤の整備状況も管

理不全な空き家が発生する要因の一つであると解される。 
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 ５ 調査結果                                                             

  (1) 町別件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 危険度判定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

１　町別件数

２　危険度判定

平成27年度　空き家等実態調査結果
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平子ケ丘町

平子町

南栄町

南新町

白鳳町

晴丘町

東印場町

東大久手町

東三郷町

東大道町

長坂町

西大道町

西の野町

西山町

根の鼻町

5

13

1

3

9

1

15

0

町名

瀬戸川町

東栄町

東名西町

12

2

3

6

17

5

0

22

14

1

4

4

0

庄南町

城前町

城山町

下井町

狩宿町

狩宿新町

北原山町

北山町

件数

11

27

8

16

霞ケ丘町

柏井町

井田町

稲葉町

印場元町

上の山町

大字新居

大久手町

判定基準

危険がない空き家等（屋根、外壁、傾きが全て問題がないもの）

危険度小の空き家等（Ａ、Ｃ、Ｄの評価以外のもの）

緑町

大塚町

0

庄中町

町名

旭前町

旭ケ丘町

旭台

新居町

76%

北本地ケ原町

桜ケ丘町

三郷町

渋川町

71

22%

ランク

A

D

B

C

71

21.8%

ランク

A

D

B

C

76.1%

判定基準

危険がない空き家等（屋根、外壁、傾きが全て問題がないもの）

危険度小の空き家等（Ａ、Ｃ、Ｄの評価以外のもの）

判定結果

A

248

種別

件数

割合

危険度中の空き家等（①一部に傾きがあり、屋根・外壁に問題がないもの ②一部に傾きがあり、
かつ屋根・外壁の面の一部又は面全体に破損があるもの）

危険度大の空き家（①全体に傾きがあるもの ②傾きはないが屋根の大部分が陥没又は外壁の
大部分の外装材が腐敗、あるいは剥離しているもの）

B C

5

1.5%

D

2

0.6%
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Ⅲ 国土交通省による空家実態調査の状況 

 

 国土交通省では、空き家に関する基礎資料を得ることを目的として、平成２６年度に「空家実態調査」を実施

しました。 

 

 １ 調査対象                                                            

   平成２５年の「住宅・土地統計調査」の調査対象住宅のうち、無作為に抽出した戸建て空き家等の所有者、

管理者、土地所有者等 

 

 ２ 調査の方法                                                           

   登記簿謄本により所有者等を特定したうえで、郵送により調査票を配布 

    ・調査対象数：１１，１６３  有効回答数：３，３１６ （回答率：２９．７％） 

 

 ３ 主な調査結果                                                         

  (1) 今後５年程度のうちの利用意向等 

     「取り壊す」や「売却する」と比べて、「空き家にしておく」を選択する場合が２倍程度となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 空き家にしておく理由 

     他目的での使用可能性を理由とする場合のほか、解体・改修費用や固定資産税などの費用負担や、

中古住宅の流通不安などが挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27 .8%

22 .9%

21 .5%

11 .2%

8 .8%

6 .1%

1 .4%

0 .3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

その他（不明・無回答含む）

所有者やその親族が利用する

空き家にしておく

取り壊す

売却する

賃貸する

所有者やその親族以外が利用する

建て替える

44 .9%

39 .9%

37 .7%

36 .4%

33 .0%

32 .8%

31 .9%

25 .8%

23 .4%

20 .6%

20 .6%

16 .7%

13 .4%

10 .2%

10 .0%

7 .4%

5 .6%

3 .9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

物置として必要

解体費用をかけたくない

特に困っていない

将来、自分や親族が使うかもしれない

好きな時に利用や処分ができなくなる

仏壇など捨てられないものがある

更地にしても使い道がない

取り壊すと固定資産税が高くなる

古い、狭い等住宅の質が低い

リフォーム費用をかけたくない

他人に貸すことに不安がある

労力や手間をかけたくない

満足できる価格で売れそうにない

道路付けや交通の便が悪い

資産として保有しておきたい

満足できる家賃が取れそうにない

戸建てを借りる人が少ない

戸建てを買う人が少ない
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  (3) 賃貸・売却するうえでの課題 

     「リフォーム費用がかかる」が最も高く、次いで建物や設備の老朽化、中古住宅の流通などが課題として

挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (4) 管理をするうえでの障害・課題 

     「障害や課題はない」が最も高いものの、次いで管理の作業や、その経費に関することが管理の障害・

課題として挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 空き家対策を進めるうえでの課題 

 

 空き家を取り巻く状況や、各種実態調査の結果等を踏まえると、空き家対策を進めるうえでの課題として、次

のような事項が考えられます。 

 

  ● 土地所有・相続上の課題 

   ・所有者等の高齢化が進み、施設への入所などによって、所有者等が不在となる場合がある。 

   ・相続人が居住しない。利用意向がない。 

・相続人が多数あり、権利関係の整理が難しく、対応方法が不明である。 

   ・所有者等や相続人が遠方に居住しているため、定期的な管理が難しい。 

 

  ● 制度上の課題 

   ・中古住宅として売買や賃貸等、他用途施設への活用に関するノウハウがない。 

   ・構造や設備等の評価の制度が浸透していないため、中古住宅が流通しない。 

   ・耐震基準の見直しに基づく耐震補強工事への投資が困難である。 

   ・高築年の建築物の一部は、建築基準法における建ぺい率、容積率などの既存不適格建築物や無接道敷

地となっている場合があるため、建替えが困難である。 

28 .1%

26 .3%

23 .6%

21 .4%

17 .4%

4 .4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

障害や課題はない

管理の作業が大変

利用予定がなく管理が無駄

遠方に住んでいるので管理が困難

管理費用の負担が重い

管理を頼める人や業者がいない

29.1%

27 .2%

25 .0%

22 .8%

19 .1%

18 .1%

17 .8%

14 .1%

12 .8%

7 .8%

6 .3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

リフォーム費用がかかる

設備や建具が古い

住宅が傷んでいる

地域の高齢化や人口減少

中古戸建てを買う人が少ない

公共交通の便が悪い

戸建てを借りる人が少ない

接している道路が狭い

住宅の耐震性が低い

課題はない

住宅が狭い
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  ● 税制・費用上の課題 

    建物を解体すると住宅用地に対する固定資産税の軽減が無くなり、さらに、撤去後の土地利用や売却の

見込みがない場合には、改修・解体をしたくても費用がかかるため、実行に移すのが困難である。 

 

 

Ⅴ 課題対応にあたっての必要事項 

 

  ● 所有者等（居住中を含む）の空き家に対する意識の啓発が必要 

    所有者等は、事前に自身の将来を見据えた上で、空き家対策の準備をしておくことが必要ですが、あまり

認識していない場合が多い状況にあります。このため、常日頃から将来的な空き家化の可能性や、そこで

起こりうる問題点などについて、意識啓発していく必要があります。 

 

  ● 権利関係や相続問題など空き家の管理や流通を阻害する要因を解消することが必要 

    権利関係や相続問題などが阻害要因となって、空き家を適切に管理できず、売買・賃貸しにくい状況が

見受けられます。このため、空き家の円滑な管理に向けて、これらを解消する必要があります。 

 

  ● 使える空き家を有効活用するための仕組みが必要 

    すぐにでも住める状態にあるのに利用していない場合や、市場に乗せても需要がない場合など、利用でき

るにもかかわらず有効に活用されていない空き家が見受けられます。このため、これらを有効活用するため

の環境を整備する必要があります。 

 

  ● 地域に不利益・悪影響を及ぼす管理不全な空き家の改善・解消が必要 

    防犯や衛生面で、地域に不利益や悪影響を及ぼすような管理不全な状態の空き家が見受けられます。

このため、良好な住環境を維持することを目的として、これらを改善・解消していく必要があります。 

    また、こうした課題を解決する意思はあるものの、資力の面が障害となっている場合も想定されるため、所

有者等に対する資金的な支援等についても検討する必要があります。 
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第３章 空き家対策の基本的な方針 

 

Ⅰ 空き家問題を考える際の留意点 

 

 国土交通省の資料では、「空き家問題を考える際の留意点」として、次の５つを掲げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                                       （資料：国土交通省中国地方整備局建政部） 

 

 さらに、空き家問題へ取り組むにあたっての留意事項として、次の５つを掲げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                                       （資料：国土交通省中国地方整備局建政部） 

 

 

Ⅱ 空き家対策にあたっての視点 

 

 空き家対策を進めるためには、本市における立地特性のほか、市民や事業者等の多様な主体が持つ力など

を踏まえることが重要となります。このため、次の３つの事項を「空き家対策の基本的な視点」として掲げ、取り組

むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の安全・安心の確保 

地域の活性化・まちの魅力向上 

多様な主体との連携 

１ ひと口に「空き家」といっても、多様なバリエーションがある 

２ 空き家による周辺への悪影響は多岐にわたる 

３ 空き家問題の態様は、地域により異なる 

４ 「空いていること」ではなく、「管理が不十分なこと」が問題 

５ いったん空き家になると、打ち手が限られる 

１ まずは実態把握を 

２ 庁内外の連携とワンストップ化が有効 

３ 地域政策と市場環境整備の両輪で臨む 

４ 地域特性に応じた対策 

５ 予防対策こそが本丸 
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Ⅲ 基本的な方針 

 

 １ 取り組みの方向性                                                       

   これまで本市では、交通や買い物などの利便性に優れた立地に加え、教育・自然環境などを含めた住環

境の良さなどを背景として、土地区画整理事業や多様な民間開発が行われ、良好な住宅市場を形成し、

「住宅都市」として発展してきました。 

   しかし、所有者等の高齢化や複雑な権利関係、問題意識の希薄さなどを背景として、活用されないままの

空き家や管理不全な状態の空き家が、近年増加傾向にあることが考えられます。 

   また、今後団塊世代が後期高齢者になることから、空き家が急激に増加することも考えられます。 

   空き家は、空き巣や不法侵入、放火、災害時の倒壊、樹木・雑草の繁茂、害虫の繁殖、景観の悪化など

の原因となる可能性があり、こうした悪影響は、まちなみ等の地域の魅力や良好な地域コミュニティの維持等

に悪影響を及ぼし、地域のまちづくりを進めるうえでも大きな問題となります。 

   このため、人口動態、空き家実態調査の結果及びこれまでの相談結果等を踏まえ、次の４つの取り組みを

進めるものとし、「住環境の保全と衛生面の悪化予防」を主眼に置き、居住中の段階から除却後の段階まで、

各段階の状況に応じた対策を講じていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 対象とする地区                                                         

   本市は非常にコンパクトなまちであるため、空き家対策の対象とする地区は、市全域とします。 

   ただし、他の地区と比べ、著しく空き家率が高い等の理由により、重点的に空き家対策を推し進める必要性

が生じた場合には、改めて当該地区等を「重点地区」として定めることとします。 

 

 ３ 対象とする空き家の種類                                                   

   空き家の中でも、共同住宅等の空き家については、「賃貸用の住宅」が多くを占めているため、市場での流

通等の対象になりやすいものと考えられます。 

   しかし、「一戸建の空き家」については、賃貸や売却を予定することなく、そのまま所有している場合が多くを

占めています。このため、本計画では原則として法で規定する「空家等（建物１棟が空家となっているものを対

象とし、共同住宅で、一部が空室となっているものは対象外）」を対象とし、その中でも「一戸建の空き家」を主

な対象とします。 

 

 
 

空き家化の予防 

 

 

空き家の流通・ 

活用促進 

 

 

管理不全な空き家

の改善・解消 

 

 
 

跡地利用の誘導 
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   なお、共同住宅等の空き家については、今後の情勢を踏まえ、必要に応じて対策を検討するものとします。 

 ４ 計画期間                                                            

   本計画の基礎資料となる総務省の「住宅・土地統計調査」は、５年ごとに実施され、実施年の２年後に集

計結果が公表されています。 

   このため、本計画については、平成３５年に実施される「住宅・土地統計調査」の結果を見据え、平成３０年

度から平成３７年度までの８年間を計画期間とし、中間年度の平成３３年度に見直しを行うものとします。 

   なお、社会情勢の変化や、法改正などが生じた場合には、計画期間中であっても必要に応じて計画内容を

見直すものとします。 

 

 

Ⅳ 成果指標の設定及び計画の進行管理 

 

 １ 成果指標の設定                                                        

   本市の空き家率は、全国平均や愛知県平均を下回っていますが、「住宅・土地統計調査」における本市の

空き家数は増加しています。現状のままでは、今後もさらに空き家数の増加が見込まれるため、以下のとおり

成果指標を設定し、本計画に掲げる取り組みの成果を評価し、着実に対策を推進していきます。 

   また、中間年次（平成３３年度）における目標値を設定することによって、適切な進行管理を実施します。 

 

  ● 指標１ 「市の空き家台帳※に登録されている空き家数」 

    第２章の「Ⅰ－１－(1) 人口等の動向」や、「Ⅰ－１－(3) 一人暮らしの高齢者世帯数」を踏まえると、今

後本市の人口は減少し、一人暮らしの高齢者世帯数が増加していくことが予測されます。 

    このため、空き家数の増加についても予想されますが、本計画の推進によって急激な増加を抑制してい

きます。 

 

指標 
基準値 

（平成２７年度） 
中間目標値 

（平成３３年度） 
計画目標値 

（平成３７年度） 
「市の空き家台帳」に登録
されている空き家数 

３２６件  ３９０件  ４３０件  

 ※ 市の空き家台帳 ： 平成２８年１月実施の「空き家実態調査」の際に整備し、随時内容を加除して

いる市内の空き家状況をまとめた帳簿 

 

  ● 指標２ 「市の空き家台帳に登録されている危険度が高い空き家数※」 

    第２章の「Ⅱ－５－(2) 危険度判定」によると、市内では、危険度の高い空き家がまだ少ない状況にあり

ます。 

    このため、現在よりも危険度の高い空き家数が増加しないように、本計画の推進によって空き家の適正管

理を促していきます。 

 

指標 
基準値 

（平成２７年度） 
中間目標値 

（平成３３年度） 
計画目標値 

（平成３７年度） 
「市の空き家台帳」に登録
されている危険度が高い空
き家数 

７件  ７件  ７件  

 ※ 危険度が高い空き家 ： 「市の空き家台帳」に登録されている空き家のうち、危険度判定がＣ判定

（危険度中）の空き家と、Ｄ判定（危険度大）の空き家 
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  ● 指標３ 「周辺住民からの空き家等に関する相談件数」 

    第２章の「Ⅰ－３ 空き家に関する周辺住民からの相談の状況」によると、周辺住民からの空き家等に関

する相談件数は年々増加しており、今後の空き家数の動向によっては、さらに増加することが予想されます。 

    このため、本計画の推進によって所有者等の管理に対する意識向上を図り、相談件数の増加抑制へとつ

なげていきます。 

 

指標 
基準値 

（平成２７年度） 
中間目標値 

（平成３３年度） 
計画目標値 

（平成３７年度） 
周辺住民からの空き家等
に関する相談件数 

５８件/年  ７０件/年  ７０件/年  

 

  ● 指標４ 「所有者等からの空き家等に関する相談件数」 

    第２章の「Ⅲ－３―(4) 管理をするうえでの障害・課題」によると、「管理作業」や「管理費用」が空き家を

管理するうえでの課題となっています。 

    このため、所有者等からの相談を積極的に受け付けることによって、課題の解決や空き家の適正管理へ

とつなげていきます。 

 

指標 
基準値 

（平成２７年度） 
中間目標値 

（平成３３年度） 
計画目標値 

（平成３７年度） 
所有者等からの空き家等
に関する相談件数 

― 件/年  １０件/年  １５件/年  

 

 ２ 計画の進行管理                                                         

   本計画を実効性のあるものとするため、ＰＤＣＡサイクルを基本とした進行管理を行い、状況に応じて取り組

み内容を見直すものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan（計画） 

計画作成 

Do（実行） 

取り組みの推進 

Action（見直し） 

取り組みの見直し 

Check（点検・評価） 

成果の点検・評価 
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第４章 空き家対策にあたっての体制 

 

Ⅰ 専門組織の整備 

 

 １ 専門的な組織の設置                                                    

   空き家対策を総合的かつ計画的に推進していくためには、専門的な視点から多角的な議論を行う必要が

あります。このため、中間見直し時や計画期間終了時に空き家が著しく増加している場合には、法第７条の規

定に基づく協議会を設置します。 

 

 ２ 専門団体との連携                                                       

   「所有者等への啓発」、「中古住宅としての流通促進」、「地域の活動拠点等への活用促進」、「管理不全

の防止」や「空き家等の跡地の活用」を進めるためには、不動産、法務、建築等といった様々な分野の専門

団体との連携・協力が必要となります。このため、こうした団体との連携を図り、相続から管理・活用・売買・除

却に至るまで、空き家問題が抱える複合的な課題の解決に取り組みます。 

● 専門団体との連携例 

 ▽ 相談対応 

  ・宅地建物取引業協会・不動産協会 ⇒ 不動産（空き家）の売買や賃貸に関すること 

  ・弁護士会 ⇒ 相続・成年後見等権利関係の整理・紛争解決に関すること 

  ・司法書士会 ⇒ 相続登記・成年後見に関すること 

  ・建築士会 ⇒ 建物に関すること 

  ・法務局 ⇒ 相続登記に関すること 

  ・ＮＰＯ法人 ⇒ 空き家の活用に関すること 

  ・社会福祉法人等 ⇒ 所有者等の高齢化等に伴う生活支援に関すること 

 ▽ 協議会への参加 

   弁護士、司法書士、宅地建物取引業者、不動産鑑定士、土地家屋調査士、建築士、法務局職

員、社会福祉士の資格を有して地域の福祉に携わる者 等 

 ▽ 啓発資料の配布、空き家の利活用促進 

 

 

Ⅱ 庁内組織の整備 

 

 １ 対応組織の体系化                                                       

   様々な課題を抱える空き家問題に対応するためには、「空き家化の予防」、「空き家の流通・活用促進」、

「管理不全な空き家の改善・解消」、「跡地利用の誘導」の４つの取り組みを総合的に進める組織を体系化し、

国や県、各種専門団体とも連携していく必要があります。 

   また、空き家対策は課題が多岐に渡るため、庁内（防災、防犯、衛生、福祉、景観、住宅、法務、税務、公

共施設管理、定住促進、道路管理など）からの情報を統括するための組織が必要となります。 

   このため、空き家に関する相談窓口である市民生活部環境課を事務局とし、関係各課等で構成する「尾

張旭市空き家等対策検討委員会」の運用によって、各種の取り組みを進めます。 

● 尾張旭市空き家等対策検討委員会の構成 

  総合推進室、企画課、行政経営課、災害対策室、財産経営課、税務課、市民活動課、環境課、 

  長寿課、都市計画課、教育行政課、予防課 
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 ２ 管理不全な状態の空き家への対応                                             

   空き家に関する周辺住民等から寄せられる通報や相談については、原則、次のフロー図に基づき対応する

ものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 各課等で受け付けた空き家に関係する通報や相談は、関係処理簿等を環境課へ提出することによって

情報を一元化する。 

 

 

 

 

 

▽所有者対応 

▽対応依頼 

▽注意喚起 

▽相談受付 

▽現状確認 

▽対応策分析 

▽判断 

建築物の倒壊又

は建築材料の脱

落・飛散のおそれ

がある状態 

犯罪を誘発 

するおそれが 

ある状態 

火災発生の 

おそれがある 

状態 

草木の著しい繁茂

などにより道路の

通行に支障がある

状態 

草木の著しい繁茂

などにより周辺の

生活環境に支障

が生じるおそれが

ある状態 

【市民活動課】 

守山警察署など 
【予防課】 【環境課】 

周辺住民等への注意喚起 【市民活動課】・【教育行政課】 

建物の除却 建物や土地の売却 草木の除却 

関連情報の提供 【税務課】・【都市計画課】 関連情報の提供 【環境課】 

（相談内容の例） 

市民等からの通報・相談受付 【環境課】 ※ 

現地調査（写真撮影・聞き取り）・所有者確認 【環境課】・【税務課】 

所有者からの相談受付 【各担当部署（適正管理依頼部署）】 

連携（現地確認・対応策検討） 

【土木管理課】 

【都市整備課】 

愛知県など 

【災害対策室】 

【都市計画課】 

愛知県など 

関係部署への処理簿提供（保有個人情報を含む） 【環境課】 

処理簿等作成・対応策分析 【環境課】 

所有者への適正管理依頼・助言・指導 （通知（単独・連名）・直接） 【各担当部署】 
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第５章 具体的な空き家対策の取り組み 

 

Ⅰ 空き家化の予防 

 

 空き家の増加を抑制するためには、現に存在する空き家について対策を講じるだけでなく、新たな空き家の発

生を未然に防ぐことが重要となります。このため、以下の取り組みを推進します。 

 

 １ 啓発ちらし・パンフレットの配布                                               

   所有者等となった場合には、周辺に迷惑を及ぼさないように、適正に管理していただく必要があります。この

ため、所有者等の責務や、法の概要等をまとめたパンフレットを配布することで、適正管理に向けた情報提供

や意識啓発を行います。 

 

 ２ 納税通知書を活用した全住宅所有者等への空き家適正管理のお願い                       

   固定資産税の納税通知書を活用し、空き家の適正管理や、空き家化の未然防止のための啓発文書を送

付することで、市内の全住宅所有者等に対し、注意喚起を行います。 

 

 ３ 専門団体の相談窓口との連携                                               

   中古住宅としての流通等を推進するため、不動産、法務、建築、まちづくりＮＰＯ等の専門団体と連携し、所

有者等からの相談に対応します。 

   また、現在定期的に開催している「法律相談」や「不動産相談」、「建築相談」の機会も有効に活用し、所有

者等による「空き家の相続」や「権利関係の整理」、「土地・建物の売却や賃貸」、さらには「有効活用」に向け

た動きを支援し、空き家化を未然に防ぎます。 

 

 ４ 民間木造住宅耐震改修費補助等の活用                                        

   本市では、「安全で安心なまちづくり」を推進するため、旧基準木造住宅の「民間木造住宅耐震診断」を無

料で実施しており、診断結果に応じて、「民間木造住宅耐震改修費補助」や、「民間木造住宅段階的耐震改

修事業費補助」を実施しています。また、災害時に配慮を要する高齢者や障がい者が居住する住宅の倒壊

から人命を守るため、「木造住宅耐震シェルター整備事業費補助」も実施しています。このため、こうした制度

を適切に案内することで、将来的な空き家化の予防につなげます。 

 

 ５ 高齢者ひとり一人の支援に向けた専門家等との連携                                 

   今後も増加が見込まれる高齢者世帯や、一人暮らしの高齢者等を支援するため、法務や不動産の専門

家等と連携し、早い段階で、相続対策や住宅の維持管理対策についての助言をします。また、必要に応じて

成年後見センターとも調整するなど、成年後見制度の活用による住宅の適正管理を促します。 

 

 

Ⅱ 空き家の流通・活用促進 

 

 利用可能な空き家を「地域の資源」と捉え、地域の活性化やまちの魅力向上につなげるため、以下の取り組み

を推進します。 
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 １ 専門団体の相談窓口との連携                                               

   「所有者等への啓発」、「中古住宅としての流通・活用促進」、「管理不全の防止」や「空き家等の跡地の活

用」を柱とした総合的な空き家対策を推進するため、不動産、法務、建築、まちづくりＮＰＯ等の専門団体との

連携・協力を進め、各団体の窓口を活用した相談体制の整備を進めます。 

   また、所有者等や中古住宅の取得希望者に専門団体の窓口を紹介することで、中古住宅としての流通を

支援し、市場流通の促進を図ります。 

 

 ２ 中古戸建住宅の流通促進                                                  

   中古戸建住宅の流通促進を図るため、所有者等と利用希望者が、相互の情報を共有する「空き家バン

ク」の整備を検討するほか、住宅のインスペクション※や住宅履歴情報など、国の施策等と連携した取り組み

についても検討します。 

   ※ 住宅のインスペクション ： 購入希望者が中古住宅の取引時点の物件の状態・品質を把握できるよう

にするため、第三者が客観的に行う住宅の検査・調査。 

 

 ３ 空き家の新たな利活用                                                   

   地域住民の集まる集会施設や社会福祉施設などの公共的な活用へのマッチングを支援し、空き家等を地

域資源として、新たに利活用できる制度を検討します。 

   また、その際に改修を行う場合の助成制度の整備について検討します。 

 

 

Ⅲ 管理不全な空き家の改善・解消 

 

 管理不全な空き家の防止・解消を促すためには、所有者等への啓発や注意喚起を進める必要があります。 

 また、周辺へ悪影響を及ぼす空き家に対しては、法を活用した実効性のある改善指導を行い、市民の安全・

安心を確保することが必要となります。このため、以下の取り組みを推進します。 

 

 １ 専門団体の相談窓口との連携                                                

   空き家の管理不全化の未然防止を図るため、前述の「Ⅱ－１ 専門団体の相談窓口との連携」で掲げた相

談体制を整備し、専門団体の窓口を紹介することによって、土地・建物の売却・賃貸や有効活用に向けた所

有者等の動きを支援します。 

 

 ２ 適正管理の注意喚起                                                     

   樹木繁茂に関する注意喚起の文書を所有者等に送付したり、広報誌やホームページに関連記事を掲載し

たりするなど、管理不全な空き家の適正管理に向けて、きめ細やかな対応をします。 

 

 ３ 地域の人材（高齢者）を活かした適正管理の推進                                    

   公益社団法人尾張旭市シルバー人材センターと締結した「空き家等の適正な管理推進に関する協定」に

基づき、所有者等に同センターが実施する空き家の定期的な見回りや除草などのサービスを紹介し、積極的

な利用を呼び掛けます。また、遠方に住んでいる等の理由で管理が困難な所有者等に対して、ふるさと納税

制度の返礼品として空き家の見回りサービスを提供します。 

 

 ４ 金融機関と連携した除却の促進                                               

   「地方創生に係る包括連携協定」を締結している金融機関と連携し、除却費用が確保できない所有者等
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に対して、融資に関する相談窓口や、「空き家解体ローン」などの紹介を行い、管理不全な空き家の除却を促

進します。 

 

 ５ 狭あい道路拡幅整備事業の活用                                              

   本市では、安全かつ良好な生活環境の実現のため、狭あい道路（市が管理する幅員４ｍ未満の道路）の

拡幅整備事業を実施しており、一定の条件に合致した場合には、分筆や所有権移転登記、奨励金の交付な

どを実施しています。こうした制度を積極的に紹介することで、除却や建替えを促進します。 

 

 ６ 除却費補助制度の検討                                                    

   空き家の除却は、一義的にはその所有者等が行うべきものですが、地域の生活環境の悪化につながって

いる場合においては、助成制度の整備によって対応する必要性も考えられます。 

   このため、助成の対象を「倒壊等のおそれがある場合」や、「地域活性化のため、除却後の跡地を長期間

にわたって計画的に活用される場合」とするなど、公益性に十分配慮した除却費補助制度の整備について検

討します。 

 

 ７ 特定空家等への対応                                                    

  (1) 基本的方針 

     法で定める「特定空家等※」に該当するおそれがあるものについては、速やかな改善が求められます。 

     このため、特定空家等に該当するか否かの判断にかかわらず、所有者等に対し、改善に向けた助言を

行うとともに、「尾張旭市良好で快適な生活環境を確保する条例」に基づく指導を行うなど、早期に解決

が図られるように努めます。 

     ※ 特定空家等 ： そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく

衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく

景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置すること

が不適切である状態にあると認められる空家等 

  (2) 特定空家等に関する措置 

     特定空家等に該当した場合には、法や国から示された「『特定空家等に対する措置』に関する適切な

実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」等に基づき、助言、指導、勧告、命令、代執行等といった措

置を行うこととなります。 

     なお、こうした手続きを進める際には、関係部署や専門団体等との確認・協議を経たうえで、慎重に対

応するものとします。 

     また、特定空家等の該当可否を判定する基準については、別に定めるものとします。 

 

 ８ 緊急対応措置の検討                                                     

   建築物の倒壊等によって人的被害を及ぼす可能性の高い空き家については、行政による緊急対応措置が

必要になる場合もあると考えられます。空き家等の適切な管理は、一義的にはその所有者等が行うべきもの

ですが、所有者等が特定できない又は所有者等が直接管理できない相当な事情がある場合に、市が緊急的

に又は所有者等に代わり、必要な措置を講じることができるよう制度を検討します 
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Ⅳ 跡地利用の誘導 

 

 道路や公園などの基盤施設が不足する既成市街地等においては、空き家を除却した後の跡地の適切な活用

を誘導し、地域の環境改善につなげていくことが必要となります。このため、以下の取り組みを推進します。 

 

 １ 専門団体の相談窓口との連携                                                

   除却後の跡地利用を促進するため、前述の「Ⅱ－１ 専門団体の相談窓口との連携」で掲げた相談体制

を整備し、専門団体の窓口を紹介することによって、跡地の活用に向けた所有者等の動きを支援します。 

 

 ２ 跡地利用の促進                                                       

   除却後の跡地利用を促進するため、専門団体の窓口を紹介し、市場での流通へとつなげます。 

   なお、市場流通に不向きな跡地については、地域活性化のためのコミュニティスペースや駐車場等として

活用するよう助言を行います。 
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